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人類と石灰の出会いは, 非常に古い。約 9,000～8,000 年前には, 西アジアで石灰石
を加熱（900℃以上）して石灰を製造し, 石灰を漆喰などとして利用する技術を手に入
れていたとされる。角田 1）は, 古代人による石灰の発見を以下のように想像している。








H2O などの炭酸カルシウム生成反応］, 建造物への利用など, いろいろな用途が広がっ
たと考えられる。石灰は, 古代ローマの道路, 古代中国の万里の長城などで使われた。















事で石灰安定処理が最初に行われたのは, 1920 年代の米国である。当時の米国では, 自
動車による交通量の増加にともない路床の支持力と耐久性の増大が必要となり, 道路
建設の近代化が必要な状況にあった。欧米を中心に石灰安定処理が盛んに行われるよう
になったのは, 第二次大戦後である 3, 4)。アメリカで 1950 年前後に道路や滑走路の路盤
工事に石灰安定処理が大規模に行われ, 合理的な設計･施工方法が整備されたこともあ
って, その後, 石灰安定処理は世界各地へ普及し発展した。それと並行して, 石灰安定
処理土の物理的・力学的性質, 強度増大メカニズムなどの研究も盛んに行われるように
なった 5, 6)。石灰安定処理は, 特に粘性土に対して有効であることから, 日本では, 多く
の地盤が火山灰質粘性土をはじめとする各種の粘性土によって構成されていることも
あって, 石灰安定処理が急速に普及した 7）。この背景には, 石灰石の大量採掘・輸送そ
して石灰の大量生産を可能とする工業の発展がある 8)。世界の 2010 年の石灰生産量は, 
約 3 億トン/年, そして日本の近年の石灰生産量は, 950 万トン/年前後である 9)。 
石灰安定処理工法の発展には, 材料面と機械装置面の両方が寄与した。材料面では, 
1970 年代から石灰に他の材料を複合したもの, 石灰の成分や焼成方法を工夫したもの
などが開発され, これらは石灰系固化材と称され, 発展した。また, 機械装置面では, 当
初, 表層撹拌混合機が主体であったが, 深層撹拌混合機の開発, 混合プラントの大型化
や車載化など, ラインアップ化が進んだ。石灰安定処理工法は, いろいろな土質条件, 









スプジンは, ポルトランドセメント製法の特許を 1824 年に取得した。その後, 欧州や
アメリカで相次いでセメント工場が建設され, セメントの製造が始まった。日本にセメ
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ントが初めて輸入されたのは 1861 年である。そして, 日本では, 1872 年に官営で東京








のためであった。日本でも 1950 年代後半になると, セメント安定処理が道路工事など




日本では, 1960 年代に入って高度経済成長の時代が始まり, 各地で道路, 鉄道, 空港, 
港湾などのインフラや民間事業としての工場建設, 宅地造成などの建設ラッシュとな







トが使われていたが, 土質によっては, とくに高含水比土や有機質土において, 硬化が
難しい場合が多々, 発生した。また, 建設汚泥や大量発生する産業副生物（焼却灰, ス
ラッジなど）を固化するというニーズも増大し, より効果的な固化材が求められるよう
になった。1970 年代に入ると, 各メーカーから, より優れた土質改良効果を有するセメ
ント系固化材が開発され, 工事に使われるようになった 20, 21)。地盤改良用セメントは, 
その後も改良が行われ, 新タイプも開発され, 進化を続け, 現在ではセメント安定処理




メント系固化材の開発が行われ, 現場で使用されている 22)。図 1-1 は, セメント協会か
ら公表されているセメント需給の推移である 23)。セメント生産量は, その時々の社会状
図 1-1 セメント需給の推移（セメント協会のH.P.より引用 22）） 
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況, 経済状況をストレートに反映していると言える。その中で, セメント系固化材は, 
調査が始まった 1991 年以降, 緩やかであるが, 右肩上がりである。2017 年度のセメン
ト系固化材の生産量は, 829 万トン/年であり, 内需セメント量（4,188 万トン/年）の約
20％を占めている。 
また, セメント安定処理の施工機械の発展にも目覚ましいものがある。1960 年代ま
では, 道路工事などで表層数 10cmの土を撹拌混合するスタビライザーが主であったが, 
1970 年代に入ると, 浚渫埋立によってできた超軟弱な地盤を走行して表層固化する処
理機 19, 25), また地下数十 m の深さまで改良する深層混合処理機 24, 25)などが開発・実用
化され, 1980 年代以降になって地中を連続移動する中層混合処理機 26), 車載型あるい
は自走型混合処理機 26)などが開発され, セメント安定処理の様々な工事条件, 用途に応
じた施工が可能となった。 
セメントおよび石灰による安定処理は, 近代的な技術で施工されるようになってか


























所および用途の相違は, 勿論であるが, その他に大きな相違点が 2 つある。 
第一の相違は, コンクリートが品質管理され出荷された砂, 砂利に, セメント, 水な
どを混合して造られるのに対して, 土質改良では千差万別の物性を有する自然状態の
土にセメントを混合することである。このことが土質改良の技術を複雑化している。た






には土, とくに粘土の保水力が影響している 27)。また, 土質改良では, 土粒子とセメン
トの間でポゾラン反応が生じ, その程度は土によって異なり, 固化強度に影響する。さ
らに, 土に含まれる有機物からは, セメント・石灰のアルカリによってフミン酸が溶出

















ような場面は皆無と言ってよい。一方, 土質改良では, 地盤条件や土質, 初期強度が多
様で, いろいろな土層が混在し, 異物を含むこともある。また, 改良深度, 目標強度も
様々である。混合精度は, 強度に影響する 29)が, 現場では或る程度のバラツキが避けら
れない。混合精度が悪いと, どんなに良い固化材を用いても期待した強度は得られない。
そのような中で, 現場では, 経済性（施工速度）を考慮する中で適切な混合時間, すな
わち施工条件が決定される。また, 短時間で混合精度を向上させるための機械装置の改





セメント・石灰による土質改良の強度に影響する要因を図 1-2 に示す。 
土質に関連する要因としては, 含水比, 粒度分布, pH および水溶性塩類, 有機物の
種類と含有量, 粘土鉱物, 液性限界・塑性限界, ポゾラン反応性などがあげられる。粘




セメントクリンカー鉱物, 石膏, 石灰, 炭酸カルシウムなど, 固化材に含まれる鉱物の
ことである。そして, 固化材の添加量が大きな要因となる。 
混合精度に関連する要因としては, 施工機械, 撹拌翼の回転速度などの施工条件, 混
合時間が挙げられる。施工機械の中で, 撹拌翼の部分には, 混合精度を上げるため, 各
メーカーのノウハウが結集している。 
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養生条件に関連する要因としては, 温度, 乾燥, 凍結, 養生時間が挙げられる。 室内
試験は, 通常, 20℃恒温室での養生となるが, 現場は, 冬場に 0℃前後になる場合もあ
る。また, 夏場には, 地表面が 30℃以上の高温となり, 乾燥も進むという状況もある。
低温下ではセメント改良土の硬化が芳しくないなど, 養生温度が大きく影響すること
が報告されている 30, 31)。高含水比土の場合, 乾燥による収縮劣化もある。本研究で対象
とする要因は, 第 2 章, 第 3 章それぞれ図 1-2 のように位置づけられる。 
 
図 1-2 セメント・石灰改良土の強度要因と本研究の対象 
第 2 章の研究対象 


























反 応 性 
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1.2.3 構成と内容 
本研究は, 1.2.2 に述べたように, セメント・石灰系改良土の強度, 品質に影響する大
きな要因である「土と固化材の反応（メカニズム）」と「土と固化材の混合精度（品質
管理技術）」について取り上げる。この 2 つの要因は, 多くある要因の一部にすぎない
が, 改良土の強度増大と品質の向上の方策を検討する際の一助となると考える。本研究
の第 2 章、第 3 章、第 4 章の構成と内容を以下に示す。 
第 2 章 セメント・石灰系固化材による土質改良メカニズム 
2.1 節 背景 
セメント・石灰系による土質改良の用途（適用先）と研究開発の現状と課題
について述べる。 
2.2 節 既往研究 
セメント・石灰系による固化反応（ポゾラン反応, エトリンガイト生成反応
など）に関する既往研究について述べる。 
2.3 節 pH, EC 測定によるポゾラン反応の簡易推定手法 
各種の土等と石灰あるいはセメントとの懸濁液の pH, EC を経時的に測定
することによって, ポゾラン反応の第一段階となる石灰固定量を簡易に概
略推定する手法に関する研究の成果を述べる。 
2.4 節 各種セメント系固化材による軟弱土固化における反応生成物と強度特性 
4 種の土を対象にして 14 種類のセメント系固化材を用いて反応生成物と固
化強度を試験し, 固化材の種類とエトリンガイトの生成量, エトリンガイ
トの生成量と強度の関係などについて調査した研究成果を述べる。 
2.5 節 結論 
第 2 章の結論を述べる。 
第 3 章 改良土中のセメント・石灰含有量試験方法の開発 




3.2 節 既往研究 




3.3 節 改良土中のセメント・石灰含有量試験方法の開発 
塩酸反応熱法における塩酸濃度, 固化材の種類, 土の含水比, セメント混合
後の経過時間などの影響を調査した結果を述べ, それに基づき開発した試
験方法を示す。 












3.6 節 結論 
第 3 章の結論を述べる。 
第 4 章 総括  
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第 2 章 セメント・石灰系固化材の土質改良メカニズム 
 





土質安定処理工法の適用先は, 表層・浅層 例えば 1～6)および深層 例えば 6～9)の地盤補強（強
度増大）, 盛土や法面の安定化 10), 土止め壁 11)・遮水層の造成, 流動化処理土 12)を用い
る埋戻し・裏込め・空洞充填・水底盛土 13, 14)などに適用されている。また, 浚渫汚泥 15)









沢山の貴重な成果が出て解明が進み例えば 33～42), また, 土質改良材の研究が行われ, 次々
と新たな改良材が開発され例えば 43～50), 設計施工のマニュアルが整備された 51, 52, 53)。し
かし, 土質改良材の種類の選定, 添加量の決定のためには, 室内配合試験の結果を待た
なければならないという状況は, 今でも変わっていない。土の種類・性状が如何に多様
で, 多くの要因をかかえているか, を物語っている。特に, 日本は, 4 枚のプレートの移
動とせめぎあいによって形成された列島であり, 世界有数の火山国でもあり, 温暖多雨
な地域であることも, 地盤を構成する土質の多種多様さをもたらしている。 
セメント・石灰による土質改良の強度推定法の研究 54, 55, 56)も行われているが, 実用
化, 普及には至っていないように思われる。広範な土に強度推定法を適用することは, 
コンピューターがごく身近なツールとなり, 性能が格段に向上し, 小型モバイル化が進
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んだ現在においても, 容易なことではないのであろう。しかし, セメント・石灰による






























においてアルカリ性となり Ca2+イオンを多量供給するので, 共通する現象である。 




ンドセメントの水和物である C-S-H と似た形態のものが多い。ポゾランとは, ポゾラ





表 2-3-1 は, ポゾラン反応の評価試験に関する既往研究の例を示す。コンクリート分
野では, ポゾラン物質は, ポゾランの種類によって 効果の特性が異なるが, 未硬化時
のワーカビリティー改善, 硬化後の強度増大, 水和結晶構造の緻密化, アルカリ骨材反
応の抑制, 耐久性改善（化学抵抗性）などを目的として使用される。小菅ら 59) はシリ
カフュームのポゾラン反応量を, 山本ら 60, 61) は, フライアッシュ（石炭灰）のポゾラ
ン反応性量を, いずれも化学的な手法で評価した。それは, JIS 法（ポゾランを含むモル
タルを作製し養生して強度試験を行い強度の増加率からポゾラン反応量を間接的に評
価する方法）に比べて,  試験期間の短縮を図るとともに, ポゾラン反応量を直接的かつ
本質的に評価しようというものである。一方, 土質分野のポゾラン反応の捉え方には, 
コンクリート分野とは異なる面がある。軟弱粘性土に石灰を添加すると, 含水比低下, 
イオン交換, 凝集化, ポゾラン反応, 炭酸化などが複合した作用によって強度増大がも
たらされる。その中でポゾラン反応は, 土中の粘土鉱物などに含まれる SiO2 や Al2O3
の一部が溶出し, Ca(OH)2と反応してトバモライトゲル, C-S-H あるいは C-A-S-H など
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の水和結晶鉱物を生成するものである 62)。すなわち, 土質分野のポゾラン反応は, 強度
増大メカニズムの一つであって, 対象土質によってポゾラン反応の程度が大きく異な
ることを考慮した添加量設計を行う必要がある。宋ら 63, 64) は, 関東ローム懸濁液に消
石灰飽和溶液を滴下して pH12.4 になったときの消石灰量を最適石灰添加量, 消石灰飽
和点, 消石灰固定点と称し, これが消石灰の必要最小量になるとした。そして, 長期的
なポゾラン反応による消石灰の消費はさらに続き, その量を中和法またはアルカリ減
表 2-3-1 ポゾラン反応量の評価試験に関する研究例 




















































API 法は, JIS 法（FA 添加モ
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灰 , 石 炭 灰 , 
ゴミ焼却灰  














試 料 の (SiO2 ＋ AL2O3) ／
CaO 比との相関を調査。  
65) 
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少法で測定している。また, 鬼塚ら 65) は, 軟弱な有明粘土を生石灰で改良する際に助
材として各種のポゾランを併用した強度試験を実施し, ポゾラン反応の必要物質であ
る SiO2, Al2O3, CaO 量比と強度の関連性を調査した。同論文 53)では, SiO2, Al2O3の全
含有量が指標として用いられており, アルカリ可溶な SiO2, Al2O3 の含有量を指標とす
ることはなされていない。 
ポゾラン反応については, 有泉による多くの研究がある 66, 67, 68)。それらによると, ポゾ
ランには, 天然のものと人工のものがあり, 前者には, 火山堆積物（火山灰）, 珪藻土, オパ
ールなどの高シリカ材料または粘土鉱物など, 後者には, 焼成した粘土・頁岩, フライアッ
シュ, 焼成珪藻土, 焼成ボーキサイト, 高炉スラグなどがある。そして, 火山灰であっても
ポゾラン反応性を持たないものがあるなど, 一義的には決まらない。ポゾラン反応性を有す




室内試験に関して神谷ら 69)および富田ら 70)の研究報告などがあり, 現場施工に伴う調査試












応じて土中水を結晶水化するためであると推察した。また, 枷場ら 74)は, 消石灰（またはセ
メント）-排脱石膏-高炉スラグからなる固化材の配合を変えて砂質土, 粘性土の安定処理強
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度を測定し, エトリンガイトの生成量が強度に大きく影響することを明らかにした。筆者ら
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そこで, 2.3 節では, 土等の石灰・セメントとのポゾラン反応性を推定する簡易な方




試験に用いた試料は, 表 2-3-1 に示す 7 種類（関東ローム, 青森ローム, 木節粘土, 
ベントナイト, 高炉水砕スラグ, 石炭灰, 火山灰）である。 関東ロームと青森ロームは, 
ともに火山灰土であるが, 関東ロームの粘土鉱物がアロフェン主体であるのに対して, 
青森ロームはハロイサイト主体であった。両者は, コンシステンシーにも差がある。木
節粘土は, 土木工事の泥漿材などとして使われ, カオリナイト, クロライト等を含んで
いた。ベントナイトは, Na 型モンモリロナイトを主体とし, 土木工事でもよく使われる
ものを用いた。高炉スラグは, アルカリ刺激を受けて硬化反応が始まるとされることか
ら, 石灰・セメントとの反応性を調査した。また, 石炭灰（フライアッシュ）と火山灰
は, 代表的なポゾラン物質とされることから調査対象とした。なお, 火山灰は, 宮崎県
の新燃岳が噴火した後, 2～3 か月後に降下灰を採取したものである。 
また, 添加材料としての消石灰は, 懸濁試験では水酸化カルシウムの試薬１級を用
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い, 土質改良強度試験では工業用を用いた。セメントは, 六価クロム溶出リスクが低い




(1) 懸濁液の pH, EC 試験 
土と消石灰の反応を調べるための pH 試験の方法には, 従来から行われている滴定
法と, 筆者らが工夫したバッチ法がある。両者の試験フローを図 2-3-1 に示す。 
滴定法では, 消石灰飽和溶液を用いることが基本である。消石灰の溶解度は 1.7g/L
（25℃）と低いため, 安定した状態で使用できる消石灰溶液の上限濃度は, 1g/L 程度
(=0.1%程度)である。例えば土 1g に対して消石灰反応量が 0.3g である場合, 消石灰溶
液 300mL が必要となる。滴定法は, 液量が多くなり, 滴定に時間がかかるという短所




































自然含水比(%) 122 72 1.4 8.1 0.8 0.4 0.8 
色 調 褐色 黄褐色 黄白色 灰白色 灰白色 暗灰色 暗灰色 
pH 
（水比5で30分後） 
5.36 5.37 7.69 10.65 10.93 10.28 5.09 








6.1 44.0 9.1 0.4 5 2 95 
5～75μm 55.7 32.9 56.1 23 81 76 5 
<5μm 38.2 23.1 34.8 76.6 14 22 0 
液性限界(%) 163.3 109.1 28.4 560 45 NP NP 
塑性限界(%) 101.6 73.8 13.6 55 24 NP NP 
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るごとに pH を測定した。 
一方, バッチ法は, 図 2-3-1 に示すように, 石灰添加量の異なる数本の懸濁液を作製
し, 密閉して振とうし, 所定の時間ごとに pH と EC を測定する方法である。 
(2) 土質改良強度試験 
土に消石灰（またはセメント）と水を添加し, ホバート型ミキサーで 3 分間混合し
た。添加水量は, 混練直後にシリンダーフロー試験(φ8cm・h8cm)を行い, フロー値が





















《 バ ッ チ 法 》 
約 200mL のポリ容器に土を 10g
（乾燥質量で）入れる。これを, 
例えば 計 8 本用意する。 
 
8 本の容器に消石灰を, 例えば 0, 
0.05, 0.1, 0.2, 0.4, 0.8, 1.6, 3.2g 添
加する。 
土中水を含めて含有水量が 100mL 






30 分, 1 日, 3 日, 7 日, 14 日後の懸
濁液の pH と EC を測定する。 
図 2-3-1 土-消石灰系懸濁液 pH の試験方法 
 











(1) 消石灰およびセメントの懸濁液の pH と EC 
土-消石灰・セメント懸濁液の pH, EC について調査する前に, その基礎となる消石
灰およびセメントの懸濁液のpH, EC特性について調査した。図2-3-2は, R.S.Boynton81, 
82)による温度と消石灰溶解度の関係である。消石灰の溶解度は, 温度とともにほぼ直線
的に減少する。本研究では, 室温(約 20℃)での試験を基本としたので, 消石灰の飽和溶
解度が約 0.165g/100g となる条件で試験を行ったことになる。また, 図 2-3-3 は, 消石
灰飽和溶液の温度と pH の関係を示す 83)。消石灰飽和溶液は, pH 標準液としても使わ
れており, 温度と pH の関係が安定している。消石灰飽和溶液の pH は, 溶解度の影響
もあって, 温度とともに低下する。20℃における飽和消石灰の pH は約 12.6 である。 
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した結果を図 2-3-4～図 2-3-7 に示す。試験時の各懸濁液の温度は約 18℃であった。ま
ず, 消石灰の pH(1 日)は, 図 2-3-4 に示すように, 0.05%で 12.1, 0.1%で 12.4, 0.2%で
12.6 となり, それ以上の濃度ではほとんど変わらなかった。そして, 30 分後の懸濁 pH
と 1 日後の懸濁 pH の差は, ほとんどなかった。消石灰懸濁液の EC(1 日)は, 図 2-3-6
に示すように , 0.05%で 248mS/m, 0.1%で 432mS/m, 0.2%で 744mS/m, 0.4%で
862mS/m, 0.8%で 953mS/m と増大し, 3.2%では 960mS/m と僅かな増大となった。そ
して, 30 分後の懸濁 EC と 1 日後の懸濁 EC の差は, ほとんどなかった。 
一方, セメント懸濁液（高炉セメント B 種）の pH は, 図 2-3-5 に示すように, 30 分
後と 1 日では明確な差があった。例えば, 0.8%の pH は, 30.分後に 11.7, 1 日後に 12.3
となり, 3.2%の pH は, 30 分後に 11.9, 1 日後に 12.6 となり, それぞれ 0.7 程度の上昇
を示した。このことは, OH-イオン濃度が約 5 倍増大（10^0.7≒5）したことを意味す
る。また, セメント懸濁液の EC は, 図 2-3-7 に示すように, 濃度とともに増大し, 徐々
図 2-3-4 消石灰懸濁濃度と pH の関係 
（約 18℃） 
図 2-3-5 セメント懸濁濃度と pH の関係 
（約 18℃） 
建設 
図 2-3-6 消石灰懸濁濃度と EC の関係 図 2-3-7 セメント懸濁濃度と EC の関係 
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に増大が鈍化するようになり, そして 30 分後と 1 日後では大きな差を示した。0.8～
3.2%の EC は, 30 分から 1 日の間に 2.2～2.6 倍増大した。このように, セメントの pH, 
EC は, 消石灰に比べて, 時間依存性が大きい。このことは, セメントの水和反応に伴う
カルシウムイオン等の溶出量が経過時間とともに変化（増大）することを示す。したが
って, 土とセメントを混合した懸濁液の pH, EC の経時的測定によって土のポゾラン活
性を評価することは, 困難と判断された。 
(2) 滴定法とバッチ法の比較 
関東ロームを対象として, 土-消石灰懸濁液 pH 試験を滴定法で行った結果を図 2-3-
8, またバッチ法で行った結果を図 2-3-9 に示す。それぞれの試験方法は, 図 2-3-1 の方
法による。滴定法による試験は, 2 回繰り返して実施した。 
図 2-3-8 に示す滴定法の結果は, 図 2-3-9 に示すバッチ法の 30 分後の結果に近似し
ている。滴定法の試験が数十分間を要したことから, バッチ法の 30 分後の結果に近似
したと考えられる。両図には, 飽和消石灰懸濁液の平衡 pH が図 2-3-2 において 12.5 で
あったことから, 基準線として, 宋ら 63, 64)の研究を参考にして, pH12.5 の線を付記し
ている。宋らは pH12.4 線と曲線の交点の石灰量を石灰飽和点, 石灰固定点, あるいは
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石灰固定量は, 滴定法では 11%, バッチ法(30 分後)では 8%となった。このように滴
定法の方がやや大きな石灰固定量を示した原因は, 土-消石灰懸濁液の撹拌条件の違い, 
また滴定操作中(スターラーによる撹拌継続)に大気中の CO2を吸収したため, などが考
えられるが, 詳細は不明である。滴定法では, 滴定速度, 撹拌の条件を出来るだけ一定
にする必要があると考えられる。 
また, 図 2-3-8, 図 2-3-9 ともに消石灰添加量の多い所で pH が約 13 まで上昇してい
る。これは, 図 2-3-4 の最大 pH が 12.7 であったことに比べると, やや高い。この原因
としては, 消石灰の Ca2+イオンと関東ロームの土粒子表面の交換性イオンのイオン交
換によって, Ca2+よりも解離定数の高い Na+, K+などが溶液中に放出されたためと考え
られる。 
土粒子―Na+, K+ + Ca2+ → 土粒子―Ca2+ + Na+, K+ 
一方, バッチ法による pH 曲線は, 図 2-3-11 に示すように, 30 分後と 1 日後, 3 日後
では大きな差があった。そして, 3～14 日後の pH には, 差がほとんど見られなかった。
各曲線の pH12.5 線との交点すなわち石灰固定量は, 30 分後では 7%, 1 日後では 12%, 
3 日後では 24%であった。石灰固定量は, 30 分から 1 日で 1.7 倍, 1 日から 3 日で 2 倍
に増大した。そして, 3 日から 14 日の石灰固定量は, ほとんど増大しないことが明らか
になった。 
以上のことから, 滴定法では時間に伴う pH 変化を調査することは出来ないのに対
し, バッチ法は, 時間経過に伴う pH 変化を容易に調査することが出来る。そして, バ
ッチ法は, 容器内の試料が固結することを防ぐように適宜, 振とうすることによって, 
試験者間による差が出にくく, 再現性の高い試験方法である。このことから, 以下の試
験ではバッチ法を適用した。 
(3) 7 種試料の消石灰添加懸濁液の pH 
バッチ法によって 7 種類の試料に消石灰を加えた懸濁液の pH 試験の結果を図 2-3-
10～図 2-3-17 に示す。図 2-3-10（関東ローム）は, 図 2-3-9 の再掲である。 
青森ローム-石灰の pH（図 2-3-11）は, 関東ローム-石灰と類似の挙動を示し, 30 分
後から 7 日後まで低下がみられたが, 7～14 日では変化が認められなかった。そして, 
青森ロームの石灰固定量（pH12.5）は, 関東ロームに比べて, やや少ないことが認めら
れた。バッチ法による pH 試験は, ロームの石灰固定量の初期（数日間）の傾向を詳細




つぎに, ベントナイト-石灰の pH（図 2-3-12, 13）は, 消石灰 2%添加までにおいて
14 日まで僅かずつであるが, 明確に低下した。イオン交換反応は短時間で終了するこ
とから, この反応は, イオン交換だけでなく, 筆者ら 84)がベントナイトの水酸化ナトリ
図 2-3-10 関東ローム-石灰の pH80) 図 2-3-11 青森ローム-石灰の pH80) 
図 2-3-13 左図の拡大図 図 2-3-12 ベントナイト-石灰の pH80) 
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ウム溶液によるアルカリ溶解について報告したように, 石灰による粘土鉱物のアルカ
リ溶解が一部で起き, その反応に石灰が消費されるため pH が低下したと考えられる。
また, 木節粘土-石灰の pH（図 2-3-14）は, 時間経過にともなう変化がほとんどなく, 石
灰混合の初期に起きるイオン交換反応が主体であることが示唆される。 
高炉スラグ-石灰の pH（ 図 2-3-15）は, 消石灰無添加で時間とともに上昇している
ことから, 高炉スラグ自体が水和反応にともなって Ca2+イオンなどのアルカリ成分を
図 2-3-15 高炉スラグ-石灰の pH 
図 2-3-17 火山灰-石灰の pH 
図 2-3-14 木節粘土-石灰の pH 
図 2-3-16 石炭灰-石灰の pH 
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放出している。したがって, 高炉スラグのポゾラン反応を pH や EC で評価するのは困
難である。 
石炭灰-石灰の pH（ 図 2-3-16）は, 消石灰無添加で材令に伴って少し上昇するが, 消
石灰を添加したケースでは, 時間にともなう pH 変化はほとんどない。 
火山灰-石灰の pH（ 図 2-3-17）は, 消石灰無添加において, 30 分後から 1 日にかけ
て大幅に低下した。このことは, 比較的新鮮な降下火山灰の試料であるため, 初期に若
干のアルカリ金属イオンが存在したが, その後, 金属硫化物やフリーの硫黄が酸化して
硫酸イオンを生成し pH 低下をもたらしたためと考えられる。この火山灰試料では, 石
灰との反応をうかがわせるような pH 挙動は見られなかった。吉田ら 85)は, 北海道の火
山灰について, 普通ポルトランドセメント 15g, 火山灰 5g, 水 100g を混合して 40℃で
15 日または 60 日経過後にろ過し, ろ液中の水酸化物イオンとカルシウムイオンを ICP
発光分析によって測定することによって, 別途のモルタル強度試験結果と併せて, ポゾ
ラン反応性を評価した。その結果, いずれの火山灰試料にもポゾラン反応性があると結
論づけた。筆者らの pH 試験のみでは, 火山灰のポゾラン反応性を評価することは困難
と考えられる。 
以上の 7 種の試料について, 経過時間に伴う石灰固定量（pH12.5）の変化をまとめ
て図 2-3-18 に示す。また, 図 2-3-19 には, 材令 7 日の石灰固定量の比較を示す。石灰
図 2-3-18 各試料の石灰固定量の経時変化 80) 
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固定量は, 関東ロームが最大で, 次いで青森ロームである。ロームの石灰反応性を調べ
るには, バッチ法で 3～7 日まで測定する必要がある。ローム以外では, ベントナイト
が 1.8％と他に比べて明らかに大きく, 木節粘土, 石炭灰, 火山灰は, いずれも 0.5～
0.6%と小さく, 有意差が認められなかった。これらの試料の中には, 数週間あるいは数
か月という中長期的にはポゾラン反応を示すものがあると考えられるが, これらの試
料では, 本試験のように常温で最大 14 日までという試験条件でポゾラン反応性を明ら
かにすることは出来ない。本試験方法は, 関東ローム, 青森ロームなどの火山灰質粘性
土, およびベントナイトなどの石灰反応性に富む材料に適用可能である。 
(4) 消石灰添加懸濁液 pH の考察 
図-2-3-20 は, 本試験による石灰固定量測定の模式図である。pH12 程度になるまで
の消石灰添加量では, 土による石灰の消費（イオン交換, 土粒子の一部溶解と沈殿生成
図 2-3-19 各試料の石灰固定量（7 日, pH12.5） 
反応生成物 
図 2-3-20 バッチ法による石灰固定量測定の模式図 
土粒子 





濃度と考えられる。この状態は, 中長期的には, 土による消石灰の消費によって, pH が
徐々に低下する。次に, 反応固定点を上回る消石灰を添加した場合, pH は約 12.5 のま
まであるが, 容器内に消石灰の固形物（溶解しきれない消石灰）が存在するようになる
と考えられる。この消石灰は, 土との反応に消費される石灰の供給源となるため, 消石
灰量が十分に確保されていれば pH 約 12.5 が中長期的に維持されるが, 消石灰量が少
ないと, いずれ pH の低下を招くと考えられる。 





石灰は, シリカ, アルミナの溶解反応のためにも消費される。そして, 溶解したシリカ, 
アルミナは, ともに溶液中にイオンとなって現れることはない。何故ならば, シリカ, 
アルミナともにカルシウムイオンとの結合力が強く, 即座に不溶性の珪酸カルシウム
水和物, アルミン酸カルシウム水和物となって沈殿する。これらの水和物が中長期的に
図 2-3-21 土と石灰系固化材の強度増加モデル 52) 
― 31 － 
 
結晶化して, トベルモライト, C4AH13 などの鉱物に生長し 68）, 土粒子間隙を接着ある
いは充填して, 土の強度を増大させる。有泉 66)は, 関東ロームの主要粘土鉱物であるア
ロフェンが石灰と容易に反応し, C2ASHn 化することを認めた。このように生成したゲ
ルが結晶化し強度増大に寄与することでポゾラン反応が完結する。 
有泉 66)は, Ca ベントナイト懸濁液（30%）に対して, 消石灰の添加量を増していく
と, 図-2-3-22 のように, 石灰保持点（石灰固定量）がこの場合に 60me/100g であって, 
石灰保持点において粘度と塑性限界が最大を示すと報告している。石灰保持点において, 
ベントナイト粒子は Ca2+イオンで飽和され, 凝集構造（ダブル T 構造のフロック）を
形成したことによる。これらの現象は, 粘土コロイド粒子の界面化学的性質の変化に起
因するもので, ポゾラン反応の初期段階（溶解と沈殿）との直接的関係はない。 
本試験で, 例えば, 関東ロームで 24%の消石灰の固定が見られた。関東ローム 100g
当り 24g の消石灰を固定したことになる。24g の消石灰は, 24÷74＝0.32 モル=320 ミ
リモルである。カルシウムイオンは 2 価なので, 320×2＝640 ミリ当量となる。関東ロ
ームの陽イオン交換容量は, pH 依存性が強いので, 単純に評価できないが, それほど大
きくなく, 640meq/100g というような大きな値ではない。したがって, 消石灰固定量
24%の大半は, 関東ロームのシリカ, アルミナの溶解と水和物の生成に消費されたと考
えられる。ポゾラン反応の全体ではないが, 少なくともポゾラン反応の初期反応（溶解
と沈殿）は, 3～7 日間に活発に起きることが明らかである。ロームの場合, 図 2-3-21 の
モデルのように, イオン交換が起きてから, ポゾラン反応が始まるという別々のステッ
プではなく, イオン交換, 溶解, 沈殿がほぼ同時に始まる。そして, 初期（7 日まで）の
図 2-3-22 消石灰の添加に伴う Ca ベントナイト懸濁液
土（30％）の pH, 粘度および塑性限界 66) 
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反応で消石灰の消費は一段落し, その後の消石灰の消費量は, 多くなく, それまでに生
成した水和ゲルの質的な変化（結晶化）が徐々に進行すると考えられる。 
(5) 7 種試料の消石灰添加懸濁液の EC 
7 種類の試料について, 消石灰を添加した懸濁液の pH 測定後に EC を測定した。そ
の結果を図 2-3-23～図 2-3-29 に示す。関東ローム-石灰（図 2-3-23）と青森ローム-石
灰（図 2-3-24）は, 経過時間に伴う EC の大幅な低下を示した。EC 低下と前述の pH
低下の関係を調査するため, 図 2-3-30 および図 2-3-31 には, 関東ローム-消石灰（4%お
よび 8%）の pH と EC の経時変化を示す。これらの図から, EC の経時変化は, pH と連
動した動きをすることがわかる。このように, 土-石灰懸濁液の EC は, 消石灰飽和懸濁
液の EC950mS/m（図 2-3-6 参照）を上限として, それぞれの初期 EC から時間経過に
伴って減少傾向をたどる。EC の減少は, 懸濁液中のイオン（電解質）の減少を意味す
る。土-石灰系懸濁液中のイオンとして考えられるのは, カルシウムイオン, 土からイオ




図 2-3-23 関東ローム-消石灰の EC80) 
（凡例は図 2-3-23 と同じ） 
図 2-3-24 青森ローム-消石灰の EC80) 
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生成が活発に行われること, そして, これらの水和物生成（沈殿の生成）の際に他のイ
図 2-3-26 木節粘土-消石灰の EC 図 2-3-25 ベントナイト-消石灰の EC 
図 2-3-27 高炉スラグ-消石灰の EC 図 2-3-28 石炭灰-消石灰の EC 
図 2-3-29 火山灰-消石灰の EC 





化が速い）が多く生成するが多い 66)。これらの反応以外に, 大気中の CO2 と反応して
炭酸カルシウムが生成することも EC の減少を招く。しかし, 本研究では密閉容器を使
用し, できるだけCO2の吸収を防ぐように試験したので, 炭酸カルシウム生成の影響は, 
それほど大きくないと考える。 
時間経過に伴う EC 低下は, ベントナイト-石灰（図 2-3-25）, 木節粘土-石灰（図 2-
3-26）, 高炉スラグ-石灰（図 2-3-27）, 石炭灰-石灰（図 2-3-28）でも見られる。これ
らの試料においても, 各種イオンの相互反応による沈殿, 水和物の生成, それらによる
イオン吸着が行われていると推察される。前述の pH 測定に比べて、EC 測定の方が反
応の状況をよく表している面がある。なお, 図 2-3-28 の火山灰の EC は, 経過時間に伴
う変化が小さく, 複雑な変化を示した。宮尾ら 87)の研究にもあるように, EC 測定は、
ポゾラン反応の初期段階の把握に有効である。 
 (6) EC による石灰固定量の試算 
EC の値から概略の石灰固定量を試算した。図 2-3-32 は, 関東ローム-消石灰の EC
を示す（再掲）。図-2-3-33 は, 消石灰懸濁液の EC を示す（図 2-3-6 の低濃度域を拡大
した図）。図 2-3-32 における消石灰/関東ローム=8%の 30 分後の EC 631mS/m は, 図
2-3-33 の消石灰溶液の EC からみて, 懸濁液の消石灰が飽和濃度以下であることを示
図 2-3-30 関東ローム-消石灰 4%の
pH, EC の経時変化 
図 2-3-31 関東ローム-消石灰 8%の
pH, EC の経時変化 
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す。また, 図 2-3-32 における消石灰/関東ローム=8%の 3 日後の EC 134mS/m は, 図                  
図 2-3-32 関東ローム-消石灰の
EC の経時変化 






図 2-3-34 EC の値を用いた石灰固定量の試算例 
EC=631mS/m (30 分）→石灰 0.2% 
  134mS/m（1 日）→石灰 0.04% 
    56mS/m（3 日） 
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す。また, 図 2-3-32 における消石灰/関東ローム=8%の 3 日後の EC 134mS/m は, 図 2-
3-33 と照合すると, 溶液中に消石灰はごく僅かしか存在しないことを示す。この状態は, 
消石灰の飽和濃度を十分に下回っているので, 消石灰が固形粒子として存在しない。大
半の消石灰が土の SiO2, Al2O3 との反応に消費され, 石灰固定量に相当すると考えられ
る。図 2-3-34 は, 模式図と計算式を示す。これによると, 関東ロームの石灰固定量は, 
30 分後で 6%, 1 日後で 7.7%と試算される。pH によって求めた石灰固定量（図 2-3-17）
に比べて低い値となったが, EC の方が pH に比べて詳細な測定ができ, 測定時間が速
いなどの利点もあるので, 今後さらに究明していくことによって, EC 法も実用化でき
る可能性があると考える。バッチ試験の際に pH と併せて EC を測定することは, 非常
に有効である。 
 (7) 土-NaOH 溶液による SiO2, Al2O3の溶解 
土と消石灰やセメントとの反応の主体は, ①カルシウムイオンの吸着およびイオン
交換反応, ②アルカリによって土粒子の一部が溶解する反応, ③その溶解物質が消石灰














②の溶解量を pH との関係で簡易に評価することを目的として, いろいろな濃度の
水酸化ナトリウム（NaOH）溶液による土の溶解試験を行った。溶解方法は, 消石灰や
セメントの懸濁液試験と同じ要領で行った。ただし, 消石灰やセメントは含まない系と
した。関東ローム-NaOH 溶液の懸濁液について, NaOH 初期濃度と 30 分後, 1 日後, 7
日後の pH の関係を図 2-3-35 に示す。土を含まない NaOH 溶液は, 濃度が 0.1M の場
合に pH13, また 0.01M の場合に pH12, そして 0.001M の場合に pH11 である。一方, 
NaOH 溶液 100mL に関東ロームを 10g 入れた場合の pH は大きく低下した。pH11 で
あったものが pH6 まで低下し, アルカリ分は全量消費された。pH12 であったものは
30 分後に pH9.3 になり, 1 日以降に pH7.8 で一定になった。このような pH の低下は, 
土の pH 緩衝能と言われ, その反応はイオン吸着, イオン交換, 土粒子の一部溶解に伴
うアルカリの消費に起因する。 
図 2-3-36 は, 図 2-3-35 の 30 分後の平衡 pH とその時の SiO2, Al2O3溶解濃度の関係
を示したものである。SiO2は, 中性域でも数 mg/L が検出されたが, pH9.5 以上になる
と著しく, かつ直線的に増大し, pH13.7 では 100mg/L の濃度になった。これは, 土 10g
当り SiO2が 10mg 溶解（0.1%）したことに相当する。消石灰飽和液の pH にほぼ相当
する pH12.5 における SiO2 溶解濃度は 20mg/L で, 土の 0.02%となった。一方, Al2O3
は, NaOH 濃度に伴う平衡 pH の上昇とともにほぼ直線的に溶解量が増大した。pH13.7
では Al2O3濃度が 1,200mg/L となり, これは土の 1.2%に相当する。pH12.5 では Al2O3
濃度が 350mg/L となり, 土の 0.35%となった。これらの溶解量は, 前述した消石灰の
反応量（最大 35%）に比べると非常に少ない値であった。この原因として溶解した SiO2, 
Al2O3 の再結合が始まっていて沈殿やゲル化によって, ろ液に出てこない部分があった
のではないかと考えられる。 
(8) 消石灰, セメントによる土質改良試験 
関東ローム, 青森ローム, ベントナイトおよび土木用粘土について, 消石灰またはセ
メント添加混合による土質改良試験を行った。木節粘土を除く試料については, 土乾燥
質量あたりの添加量を 30%（一定）とし, 木節粘土については添加量を 5%とした。 
結果を表 2-3-2 に示す。関東ロームは, 添加水量が多いことも影響しているが, 非常




300g は, かなりの固化強度の発現が認められる。青森ロームは, 強度が低いレベルにあ




















7 日 28 日 
関東ローム 
(122%) 
1000 300 ― 2220 ― ― 
1000 ― 300 2070 ― ― 
青森ローム 
(72%) 
1000 300 ― 1370 47 52 
1000 ― 300 1220 39 47 
ベントナイト 
(8%) 
1000 300 ― 2400 ― 12 
1000 ― 300 5500 66 150 
木節粘土 
(1%) 
1000 50 ― 560 ― ― 
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1) 消石灰添加量を変えて土-消石灰-水の懸濁液を作製し, 密閉容器に入れて経時的
に pH を測定するバッチ法を確立した。バッチ法は, 土の石灰反応性を簡易かつ
詳細に調査することが可能で, 従来の滴定法よりも優れている。バッチ法による
pH の経時変化の測定は, 2 週間程度行うことが望ましく, 少なくとも 7 日間程度
行う必要がある。 





3) 関東ロームや青森ロームなどの火山灰起源の粘性土は, 石灰反応性が非常に高く, 
石灰固定量が非常に大きい。ベントナイトは, ロームほどではないが, イオン交
換反応の量を上回る石灰固定量を示し, 粘土鉱物の一部の溶解反応が生じている
と認められた。木節粘土, 高炉水砕スラグ, 石炭灰, 火山灰などの石灰固定量は, 
非常に小さく, これらにおけるポゾラン反応は, 少量かつ長期にわたる緩速反応
であることを伺わせる結果であった。 

























か, など不明な点が多々ある。そこで, 本研究では, 普通ポルトランドセメントを含め, 
14 種類の地盤改良用セメント系固化材について, 化学組成と固化強度や反応生成物と




供試土としては, 表 2-4-1 に示す 4 種類, すなわち田子の浦へどろ, 勝島へどろ, 霞




た, 大手町は, 東京都内のビル建設工事の地下掘削において発生した粘性土である。 
表 2-4-1 供試土の性状 88) 
大手町粘土 250 2.61 50 49 1 114 52 62 6
霞ケ浦へどろ 250 2.52 38 47 15 113 35 78 11
勝島へどろ 230 2.45 36 51 13 120 43 77 23
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 土の含水比は, 固化強度に大きく影響する因子の一つである。したがって, 試験にお
いて各供試土の含水比をどのように設定するか, が課題である。ここでは, 各供試土の
水分保持特性に応じたかなり高い含水比における固化強度を調査することにした。具体
的には, 各供試土を固形分濃度として 5％で水に懸濁させ, 数日間, 静置沈降させてほ
とんど平衡に達したのちの含水比（土壌学の分野では, この状態の体積を沈定容積とい
う）に調製した。各供試土の調整含水比は, 表 2-4-1 のとおりで, これらの液性指数








たのは 14 種類である。これら固化材を化学成分で SO3含有量（％）の少ない方からＡ, 




=0.8）にして添加混合した。固化材添加量は, 土の湿潤質量に対して, 大手町, 霞ヶ浦
および勝島にはそれぞれ 10％, また田子の浦には 15％とした。また, 土と固化材の混
合は, ホバート型ミキサーで 10 分間行った。そして, φ3 ㎝×ｈ7 ㎝の塩ビ製モールドに
入れて密閉し 20℃で 7 日間, 28 日間および 50 日間養生したのち, JIS A1216 の方法
で一軸圧縮強度を測定した。 









いて検討した。各固化材の化学組成を図 2-4-1 に示す。A は普通ポルトランドセメント
（以下, 普通セメントという）であり, B～N はへどろ・汚泥用あるいは地盤改良用など
として使用されているセメント系特殊固化材である。 
 これらの固化材はいずれも, CaO および SiO2 を主体にしており, その他に Al2O3, 
Fe2O3, MgO および SO3などを含んでいる。しかし, 固化材によって各成分の含有量に
は差異があり, CaO は 47～65％, SiO2は 16～29％, Al2O3は 4～10％, さらに SO3は 2
～19％の範囲にある。注目すべきこととして, 特殊化材の SO3含有量は, いずれも普通
セメントのそれを上回っている。すなわち, へどろ・汚泥用あるいは地盤改良用として
の効果を高めるために, SO3を増量していると考えられる。なお, これらの SO3は X 線
回析の結果, 半水石膏（CaSO4・0.5H2O）あるいは二水石膏（CaSO4・2H2O）として
図 2-4-1 固化材の化学組成 88) 
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含有されていた。そこで, 供試の 14 種類の固化材を CaO, SiO2, Al2O3および SO3の各
含有量によって分類した。その結果, Ⅰ～Ⅵのタイプに分けられた。各グループの特徴
は以下のようである。 
Ⅰ：普通セメントに類似した化学組成           （A, B, C, D） 
Ⅱ：CaO が非常に少なく, Al2O3および SiO2が多く, SO3が少ない（E） 
Ⅲ：Al2O3が多く, SO3が中位                （F, G） 
Ⅳ：SO3が中位                       (H, I) 
Ⅴ：CaO がやや少なく, SO3がかなり多い                    (J, K, L, M) 
Ⅵ：CaO および SiO2が少なく, SO3が非常に多い                (N) 
 (2) 固化材の種類と固化強度 
各固化材によって 4 種類の土を固化した場合の一軸圧縮強度（qu28 日）を図 2-4-2
に示す。qu は固化材の種類によってかなり差異があり, 大手町では 310～1,040kN/m2, 
霞ヶ浦では 170～780 kN/m2, 勝島では 10～290kN/m2, さらに田子の浦では 10～110 
kN/m2の範囲に分布した。そして固化材添加量一定では, qu は大手町が最大で, 以下霞
ヶ浦, 勝島, 田子の浦の順である。固化強有機物含有量（強熱減量）が多く, 含水比の高
い田子の浦および勝島は, 固化強度が低いが, 固化材種による差は明らかである。 
図 2-4-2 各種固化材による一軸圧縮強度(28 日)88) 
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 (3) 養生日数と固化強度 
代表的な固化材として A, H, K に着目し, 4 種類の土について, 材令（養生日数 7, 28, 
50 日）と固化強度の関係をそれぞれ図 2-4-3～図 2-4-6 に示す。H は, 大手町の固化に
おいて材令に伴う強度増大が顕著で, その傾向が霞ケ浦においても認められた。一方, K
は, H に比べて強度の伸びは小さいが, 初期強度が大きい。K は, 勝島, 田子の浦におい
て, 初期から相対的に大きな強度を示したことも特徴である。A(普通セメント)は, H や
図 2-4-5 固化材 A, H, K による勝島の強
度特性 88) 
図 2-4-3 固化材 A, H, K による大手町の
強度特性 88) 
図 2-4-6 固化材 A, H, K による田子の
浦の強度特性 88) 
図 2-4-4 固化材 A, H, K による霞ケ浦
の強度特性 88) 
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K に比べて, いずれの土でも強度が低いが, 材令に伴う強度の伸びでは, K と類似した。





いと考えられる CaO 含有量と SO3含有量に着目して整理した結果を図 2-4-7 に示す。
それぞれの固化材の特徴の一面を読み取ることができる。 
図 2-4-7 図上で, 4 種類の土の固化強度がどのように分布するか, を調べた結果を図
2-4-8～図 2-4-11 に示す。これらの図は, それぞれの土で 28 日強度の最大値を 100%と
して, 各固化材による 28 日強度の比を示している。 
大手町（図 2-4-8）では, ⅤグループとⅢ, Ⅳグループの一部が高強度を示し, 周辺
に位置するⅠ, Ⅱ, Ⅵグループの強度は, やや低い。大手町は, 他の土に比べて固化材種
による強度差が比較的小さい（固化材による影響が小さい）ことも特徴である。 
霞ケ浦（図 2-4-9）では, Ⅴグループを中心としⅢ, Ⅳ, Ⅵグループの強度が高く, Ⅰ, 
Ⅱ, Ⅳグループの一部の強度が低い。 
勝島（図 2-4-10）では, Ⅴグループの強度が高く, その他のグループの強度は, Ⅴグ
図 2-4-7 14 種類の固化材の CaO, SO3含有量の特徴 88) 
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ループの 1/2 以下であり, 明確な差である。 
田子の浦（図 2-4-11）では, ⅢグループとⅤグループの強度が高く, その他のグルー
プの強度は低かった。勝島と同様に, 明確な差である。 
最 大 強 度 の 8 5～ 1 0 0 %  
  〃   7 0～ 8 5 %  
  〃   5 0～ 7 0 %  
  〃   5 0 %以 下  
図 2-4-10 勝島の CaO～SO3図上
の強度 
図 2-4-11 田子の浦の CaO～SO3図上
の強度 
図 2-4-8 大手町の CaO～SO3 図上
の強度 
図 2-4-9 霞ケ浦の CaO～SO3図上
の強度 
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これらの図からも, 固化材の化学組成, とくに SO3含有量と CaO 含有量は, 固化強
度に大きく影響し, その影響の程度は, 対象土の有機物含有量が多い場合, 含水比が高
い場合に顕著であることが明らかである。 
 (5) X 線回析による固化強度の検討 
固化材による強度特性の違いの原因を調査するため, X 線回析による鉱物学的検討
を行った。代表例として, 田子の浦と霞ヶ浦の生土（固化材無添加の土）, そして, それ
ぞれの A, K による固化処理土（30 日間養生）の X 線回析図を図 2-4-12 に示す。 
いずれの土も石英, 長石および粘土鉱物を含んでいる。田子の浦で粘土鉱物としてタ
ルク（滑石）が検出されたのは, 周辺の製紙工業との関連と考えられる。そして, Ｋに
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よる霞ケ浦および田子の浦の固化処理土（養生 30 日）には, 9.1°（9.73Å）, 15.8°（5.61
Å）および 22.9°（3.88Å）に明瞭なエトリンガイト（Ettringite, 以下 Et で表す）の
回析ピークがみられる。一方, Ａ（普通セメント）によるそれぞれの固化処理土（養生
30 日）には, Ｅt のピークが田子の浦でわずかに認められるが, 霞ヶ浦では認められな
い。なお, これらの固化処理土で Et 以外のセメント水和鉱物（トベルモライトなど）
のピークは認められなかった。 
Et は, 3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O の示性式で表される針状鉱物で, セメントバ
チルスとも呼ばれ, セメントや石灰を用いた土質安定処理において, 強度増大に大いに
寄与することが報告されている 43, 74～78)。そこで, 固化土中の Et 生成量と強度の関係, 
固化材の化学組成と Et 生成量の関係を以下に検討した。Et 生成量は, ここでは 9.1°の
Et回析線における回析X線強度を 40秒間カウントする方法で測定した（3回繰返し）。 
霞ケ浦および田子の浦の固化処理土中のEt生成量と強度の関係をそれぞれ図2-4-13お
よび図 2-4-14 に示す。霞ヶ浦の Et 生成量と固化強度の関係は, データが集中している
ため, それほど明瞭ではない。一方, 田子の浦の固化強度は, N を除き, Et 生成量とと
もに増大している。 
つぎに, 固化材中の SO3含有量と固化土中 Et 生成量の関係を図 2-4-15 に示す。い
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以上, 高い強度を発現する固化処理土は, Et を多量生成している。 Et 生成量は, 固
化材の SO3含有量が多いほど（最大 19％）, 増大している。Ⅴグループの固化材（J, K, 
L, M）が相対的に高い強度を発現したのは, Ⅰ～Ⅳグループに比べて SO3 を多量含ん
でおり, Et を多量生成したことによると考えられる。 
なお, 固化材 N が多量の SO3を含み, Et を最も多量生成したにもかかわらず, 固化
強度が中程度に落着いたのは, 固化強度において Et と同様に重要である他のセメント
水和鉱物の生成状態が不良であったことによると推察される。また, 霞ヶ浦において, 




した。写真 2-4-1～写真 2-4-8 に田子の浦, 勝島, 霞ヶ浦, 大手町のそれぞれ生土および
 
図2-4-15 SO3含有量とエトリンガイト生成量比の関係 88) 
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固 
写真 2-4-1 大手町粘土 写真 2-4-2 大手町粘土の M による
固化 
写真 2-4-3 霞ヶ浦へどろ 写真 2-4-4 霞ヶ浦へどろの H に
よる固化 
写真 2-4-5 霞ヶ浦へどろ 写真 2-4-6 霞ヶ浦へどろの H に
よる固化 













固化処理土中には, Et の針状結晶が認められる。Et 以外のセメント水和鉱物も認め






これらの特殊固化材を現場に適用する際の基礎資料を得るため, 4 種類の土と 14 種類
のセメント系固化材を用いて, 固化強度の特徴およびその差異の原因を検討した。 
1) セメント系固化材の主成分の含有量は, CaO（47～65％）, SiO2（16～29％）, Al2O3
（4～10％）, および SO3（2～19％）の範囲にあり, 化学組成の特徴によって固
化材がⅠ～Ⅵグループに分類された。 
2) 固化強度は SO3を多量（11～13％）含むⅤグループが比較的大きな強度を発現し, 
普通ポルトランドセメントおよびそれに類似の化学組成を有するⅠグループの強
度は, 小さかった。なお, SO3を非常に多量（19％）含むⅥグループは, 中位の強
度であった。 
3) 土が多量の有機物を含み, 高含水比であるほど, その固化強度は, 固化材種の影
響を顕著に受け, 固化材種の選定が重要である。そのような土に対しては, V部ル
ープの固化材が効果的であった。 
4) X 線回析および走査型電子顕微鏡によって調査した結果, 大きい強度を発現した
固化土には, 針状結晶のエトリンガイトが多量生成していた。エトリンガイトは, 
他のセメント水和鉱物や土粒子の粒塊の間隙を充てんし, 架橋して, 強度増大に














質粘性土では, 石灰を混合した直後から, 石灰のアルカリによる土中の SiO2, Al2O3 の
一部溶解が始まり, 溶解した成分はすぐに石灰のカルシウムイオンと結合して, CAH
系, CSH 系の水和物（沈殿）を生成することが懸濁液の pH, EC 試験から推察された。
土と消石灰を混合した水懸濁液を作製し, バッチ法で pH, EC の経時的変化を測定する
方法は, 簡易な試験方法であり, 現場で土の石灰反応性（ポゾラン反応の初期段階の反
応）を判定する簡易試験法として極めて有効と考える。従来の試験方法は, pH 測定によ
って石灰固定量を評価するものであったが, 本法では, pH と併せて EC を測定するこ
とで反応に関してより多くの情報が得られることを示した。本法は, ベントナイトの石





して, 各種のへどろ, 軟弱土の固化試験を実施した。固化材の化学組成として CaO 含
有量と SO3 含有量に着目した。セメント系固化材の SO3 含有量は, 総じて多めに調製
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第 3 章 改良土中のセメント・石灰含有量の塩酸反応熱試験方法の開発 
 







がある。セメント混合工法において, 現場強度と室内強度の比（quf/qul）, すなわち, 土
とセメントをミキサーで十分に混合した場合の強度と, 現場施工によって出来たセメ
ント混合土の強度の比は, 現場セメント添加量の設計にとって重要である。現場添加量
の決定方法を図 3-1-1 に示す 1)。現場添加量は, 設計基準強度を quf/qul で割り, さらに
現場強度係数で割って求められる割増強度に相当するセメント添加量となる。現場強度
定数は現場強度のバラツキを考慮して決められる定数(<1.0)である。 
quf/qul は, 三浦ら 2)による有明粘土地盤での生石灰深層混合処理の工事では 0.25～
1.1 であった。また, Horpibulsk S.ら 3)は, バンコク粘土地盤でのセメント深層混合処
理の工事において quf/qul を調査し, 同比が全体を通じて 0.6 以上であったこと, ウェ
ットミキシング（セメントミルク使用）では quf/qul がドライミキシング（セメント粉






割増強度 qu1 qu1＝qu0 ÷ (quf/qul）÷ γ 
現場/室内強度比 
図 3-1-1 現場のセメント添加量の決定方法（文献 1）を基に作成） 
現場強度係数 
現場添加量 
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合処理機械でセメントミルクを混合して基礎地盤を柱状改良する工事において quf/qul
が 0.6 であったと報告している。内田ら 5)は, 東京湾横断道路の建設において大量のセ
メント混合土をプラント混合し海中打設した工事で quf/qul が 0.9 であったこと, その
値が海中打設によって影響されたことを報告している。さらに, 三木ら 6)は, 中層混合
処理工法（パワーブレンダー工法）で quf/qul が 0.5～0.7 であったと報告している。 
quf/qul は, いろいろな要因によって影響されるが, それら要因の中で混合精度は重
要な位置を占めている 3, 7)。室内試験では, 十分に混合し均質な安定処理土を作製する
ことを前提とするため, 地盤工学会の基準「締固めをしない安定処理土の供試体作製方
法（JGS 0821-2009）」8)によると, ホバート型ミキサーなどのミキサーを用いて 10 分
間程度の混合を行うこととされている。室内試験では, 土試料の含水状態やミキサー内
の混合状況をみて, また混合時間が長いと固化材の硬化反応が始まり結果としてオー













評 価 方 法 
図 3-1-2 混合精度の改善の要因 





増大とともに施工コストが上昇する。このことから, 図 3-1-2 に示すように現場では, 
施工機械の撹拌性能を考慮して機械を選定し, 施工条件の中で特に重要となる混合時
間をどのように設定するか, が重要になる。また, 混合精度の評価方法も重要である。 
混合時間の最適値は, 施工機械および地盤, 土質条件によって異なる。最適混合時間

























つ必要があり, 混合精度の調査と管理に用いるには, 迅速性に難がある。 
(2) 化学分析法 
化学分析によって処理土中のセメント・石灰含有量を測定する方法である。セメント
中のカルシウムを化学分析する方法は, 石井ら 19), および磯ら 20)によって研究された。
これは, キレート滴定の妨害イオンをトリエタノールアミンでマスキングして EDTA
で滴定する方法である。三瀬 21）は, この方法をベースにしたソイルセメント中のセメ
ント量の化学分析法を確立した。Ho ら 22)は, 試料を 0.1M 塩酸で抽出し, その溶液を
電気炉で 1000℃に加熱して残渣質量を測ることによってセメント含有量を測定した。
化学分析によって現場のセメント混合処理土（ボーリングコア）のセメント含有量を測
定し品質評価を行った研究として, 石川ら 14)の研究, Horpibulks ら 3)の研究がある。ま
た, 石灰混合土中の石灰含有量を化学的に測定する方法として, 日本石灰協会の「石灰
による土質安定処理工法」23)に掲載された方法, JIS M 8850「石灰石分析方法」24)など
がある。喜田ら 25）は, 九州灰土の石灰安定処理工事において処理土をサンプリングし
て EDTA 滴定法によって石灰含有量を分析し品質評価を行った。また, 三浦ら 2)は, 有
明粘土地盤の DJM 工法（生石灰使用）による深度 15m までの改良工事においてコア
サンプルの深度別の生石灰含有量を JIS M 8850 の方法で測定した。 
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化学的方法は, 試料がフレッシュ状態, 硬化状態のいずれにも適用できる。反面, 多
くの化学分析器具, 薬品を必要とし, 熟練を要することから, 現場で簡単かつ迅速に行
うことは困難である。 
(3) 蛍光 X 線分析法および熱的分析法 
蛍光 X 線（XRF）装置は, 多元素同時分析の機器として広く使われている。河野 29)
は, 岩石試料の XRF 分析を行い, Si, Ti, Al, Fe, Mn, Mg, Ca, Na, K, P, Ba, Cr, Cu, Nb, 
Ni, Pb, Rb, Sr, V, Y, Zr の 21 元素については問題なく分析できることを報告した。末次
ら 30)は, 海洋環境で劣化したセメント混合処理土の強度特性を調査する中で, XRF法に
よって処理土中の Ca, Mg を分析し, 劣化メカニズムの考察を行った。Hürkamp ら 31）
は携帯型の XRF 装置を用いて, また Manceau ら 32)はシンクロトロン X 線装置を用い
て土壌中の汚染重金属の分析を行った。蛍光 X 線法で Ca を分析して処理土中のセメン
ト・石灰の含有量を迅速に測定することは可能である。しかし, 携帯型装置が存在する
とは言え, 高価であること, 取扱いに熟練を要することなどから, 現場で広く使われる
には至っていない。 
また, 熱分析によってセメント・石灰の含有量を測定する方法もある。熱分析の中で
熱重量分析（TG）は定量分析まで可能である。Villain ら 33)は, セメント水和鉱物の中
の炭酸カルシウムについて TG 曲線の特徴を利用して分析を行った。半井ら 34)は, セメ
ント水和鉱物の水酸化カルシウムおよび炭酸カルシウムについて TG による定量を行
った。熱分析によるセメント・石灰の含有量の測定は可能である。しかし, 装置が携帯










メント量との間には, 常に一定の関係がある」と述べている。喜田ら 36)も, まだ固まら
ないコンクリートの品質判定法に塩酸溶解熱法が有効なことを報告している。この方法
は, 指標が温度という分かりやすい物理量であり, 結果が迅速に得られ, 断熱性の容器, 
塩酸, 温度計, 秤があれば計測可能という簡便さにも優れている。筆者らは, 同法のセ






以上の(1)～(4)をまとめると, 表 3-2-1 のようになる。セメント改良土, 石灰改良土に
含まれるセメント量, 石灰量を現場で簡便かつ迅速に測定する方法としては, 塩酸溶解
熱法が最有力であると評価される。 







































△ × 〇 
極めて迅速 
 
表 3-2-1 セメント・石灰含有量試験方法の特徴 






測定する方法は, 原理が分かりやすく, 特殊な分析機器を必要とせず, 試験方法が簡単
で, 測定結果が安定して再現性に優れていることから, この方法をセメント・石灰混合
土の品質試験に適用できるのではないかと考えた。 
しかし, 安定処理土に適用するには, 神田の方法をいくつか改善することと, 試験条
件の影響を調査しておくことが必要と考えた。第一は, 使用する塩酸の濃度である。神
田の方法は, 濃塩酸（約 12M）を使用する。濃塩酸は, 常温でも塩化水素ガスの発生量
が多く, 狭い空間での作業になると作業環境に大きな問題が生ずる。コンクリートやモ
ルタルと異なり, 安定処理土のセメント含有量は少ないので, もっと低濃度の塩酸を使










(1) 供試土, 安定材および塩酸 
使用した土は, 砂質土と粘土の 2 種類である。粘土は, 日本の岐阜県で産出したカオ
リン鉱物を主体としたものである。砂は, 日本の千葉県で産出したものである。それぞ
れの土の物理的性状などを表 3-3-1 に示す。また, 粒径加積曲線を図 3-3-1 に示す。 
試験に主体的に使用したセメントは, 高炉セメント B 種（スラグ含有量：30～60%）
である。比較のため, 普通ポルトランドセメント, 地盤改良用の特殊セメント, 生石灰
および消石灰も用いた。塩酸は試薬 1 級（約 12M）を水道水で所定の濃度に希釈し, 冷
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却してから使用した。 
 (2) 試験装置 
塩酸 100mL の供給は, 写真 3-3-1 に示すオートビューレット(100mL)を用いて行っ
た。また, 使用した保温容器と温度計を写真 3-3-2 に示す。保温容器は, 容量 300mL の




試験方法を図 3-3-2 に示す。土, セメント, 水および塩酸は, 室内に 1 日以上放置し












砂質土 7 2.67 ― ― 2.0 
粘 土 1.3 2.66 41 12 ― 
 
図 3-3-1 供試土の粒径加積曲線 37,39) 
写真 3-3-2 保温容器と温度計 39) 写真 3-3-1 オートビューレット 
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て, 室温と平衡温度（T0℃）になった状態で使用した。保温容器に, 所定量の土, セメン
ト, 水を計量して保温性容器に入れ, ヘラを用いて混合した。そして, オートビューレ
ットを用いて塩酸を 100mL 添加し, 温度計（最高温度を表示する留点温度計）を連結
した撹拌棒で混合した。そして, 最高温度（T1℃）を読み取り, (1)式によって上昇温度
(ΔT℃）を求めた。 
01 TTT             (1) 
3.3.3 結果と考察 
(1) 塩酸濃度が温度上昇に及ぼす影響 
砂質土の含水比を 10%に調製し, 湿潤土として 110g（乾燥土として 100g）を採取し
て高炉セメントを 0～10g 添加し混合し, 保温性容器に入れた。高炉セメントを用いた
のは , 日本では地盤改良工事に多く採用されているからである。そして , 2～











 検量線作成, セメント含有量測定 
図 3-3-2 塩酸反応熱の試験方法 
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結果を図 3-3-3 に示す。ΔT は, セメントの量が多いほど, また塩酸濃度が高いほど, 
増大した。2M HCl は, セメント 6g までは直線的に温度を上昇させたが, セメント 8g
以上では上昇が鈍化した。これは, セメントと塩酸の反応において, 塩酸の化学量（=濃
度×量）の不足が生じたためと考えられる。一方, 12M HCl は, 最大の温度上昇をもた
らすが, セメントと塩酸の反応が激しく, 直線から少しズレる傾向があった。また, 取
り扱い上, 塩化水素ガスの発生が多く, 皮膚に付着した場合の火傷などのリスクが大き
く, 安全性が高いとは言えない。6M HCl と 4M HCl は, セメント量と直線関係を示し, 
12M HCl に比べて反応がマイルドで, リスクが大幅に低減した。6M HCl は, セメント
量が多い場合でも, 4M HCl に比べて, 塩酸量の不足になり難いという利点がある。し
たがって, 塩酸濃度は, 6M が最適との結論に達した。神田 34)は, 生コンクリートのセメ
ント量測定に濃塩酸 12M を用いたが, セメント混合土では, 6M HCl が実用的であると
判断された。試料土約 100g に対して 6M HCl 100mL を添加して温度上昇を測定する




関係 37, 40) 
（砂質土：110g, 砂質土含水比：
10%, 塩酸：100mL） 
図 3-3-4 3 種類のセメントのセメント
量と温度上昇の関係 37, 40) 
（砂質土：110g, 砂質土含水比：
10%,塩酸：6M, 100mL） 





改良用の特殊セメントについて, 含水比 10%の砂質土 110g に対してセメントを 0～
10g 添加混合し, 6M HCl 100mL 添加による上昇温度を測定した。結果を図 3-3-4 に示
す。 





図 3-3-5 は, 高炉セメントの銘柄による塩酸反応温度上昇の比較を行った結果を示
す。銘柄による温度上昇の差異はほとんどなく, 実用上, 無視できると考えられる。図








度上昇の関係 37, 40) 
（砂質土：なし , 塩酸：6M,  
100mL） 
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取得するための試験を行った結果を図 3-3-6 に示す。対象としたのは, 生石灰, 消石灰, 
普通ポルトランドセメント, 高炉セメント, 地盤改良用特殊セメントの 5 種類である。
保温性容器は以前の試験と同じものを使用し, 石灰またはセメント 0～6g に対して, 
6M HCl 100mL を添加し混合し ΔT を測定した。ただし, 土を含まない系の試験であ
る。そして, 図 3-3-5 における各直線の傾き H（ΔT℃/g）と CaO 含有量を表 3-3-2 に示
す。 
図 3-3-6 に示すように, 生石灰, 消石灰は, セメントと同様に量に比例した温度上昇
を示した。このことから, 生石灰, 消石灰などの石灰系材料に対しても本試験が適用可
能であることが明らかになった。H(ΔT℃/g)は, 生石灰＞普通ポルトランドセメント≧
消石灰＞高炉セメント＞特殊セメントの順で, 図 3-3-7 に示すように CaO 含有量との




温度上昇を引き起こす発熱量は, 石灰とセメントの溶解熱, 土の一部の溶解熱, 中
和熱, および塩酸の希釈熱などの反応熱の合計によるものである。図 3-3-3, 図 3-3-4 に






生石灰 100 8.0 
消石灰 76 5.4 
普通ポルトランドセメント 64 5.7 
高炉セメント B 種 56 4.7 
地盤改良用特殊セメント 52 4.2 
 
表 3-3-2 各種セメント・石灰の CaO 含有率と単
位質量当りの塩酸反応上昇温度 40) 
図 3-3-7 CaO(%)と H(℃/g)の関係 




CaO(sol.) + 2HCl → CaCl2（aq.） + H2O + 194ｋJ     (2)  
Ca(OH)2(sol.) + 2HCl → CaCl2（aq.）+ 2H2O + 129ｋJ   (3)  
 
これらの反応は, いずれも発熱反応であり, 温度上昇に対して最も大きく寄与して
いる。表 3-3-2 の生石灰の H 値と消石灰の H 値の比は, 等しいモル数で比をとると, 
1.12 になる。一方, 式(2)の発熱量と(3)の発熱量の比は, 1.50 である。この違いは, 試験
における熱量ロスの影響などによると考えられる。セメントは, いろいろな鉱物の混合
物で, CaO を主成分とする鉱物を多く含むことから, 石灰と類似の溶解反応によって発
熱すると考えられる。 
ヘスの法則は, 総熱量保存の法則ともいわれ, 物質が変化するときに出入りする熱
量は, 変化する前と変化した後の物質の状態だけで決まり, 途中の経路は無関係である, 
というものである。ヘスの法則を応用した研究もある 42)。 式(2)の CaO は, 加水する
と式(3)の Ca(OH)2 に変化するが, そのときの発熱量は, ヘスの法則により式(2)の発熱




の関係 37 40) 
（砂質土：100g（乾燥質量とし




て）, 塩酸：6M, 100mL） 
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た。結果を図 3-3-8 に示す。温度上昇 ΔT は, 砂質土の含水比 5%の場合と 10%の場合
とでは, ほとんど差がなかった。そして, 含水比を 20％に上げると, ΔT が 1～3℃減少
した。ΔT に対する含水比の影響は, 基本的に熱量計算に従う, すなわち試料土中の水
分の熱容量（質量×比熱）が塩酸反応熱を奪うので, 温度上昇が減少する。図 3-3-7 よ




に与える影響を調査した。経過時間は最大 60 分までとした。結果を図 3-3-9 に示す。 
ΔT は, 経過時間が 0 分, すなわち混合直後に最大を示し, 5 分後に 1.6～5.7℃減少
し, 30 分および 60 分後には 5 分後とほぼ同じ値を示した。ΔT が 5 分後に減少した理
由は, 砂質土の中の水分によってセメントが水和し, その分, ΔT が減少したと考えられ
る。また, 5 分以降で ΔT の減少が鈍化したのは, 水量の比較的少ない条件での試験であ
ったためと考えられる。神田が生コンクリートについて行った塩酸溶解熱試験において
も, 水量の多い方が経過時間に伴う ΔT の減少が大きい。このことは, 経過時間の影響
がセメントの水和速度に依存することを示唆する。図 3-3-9 のような結果になる場合, 
塩酸反応熱試験は, 0～5 分の間を避けて実施することが必要である。 
(5) 高含水比のセメント混合土における各種セメントの塩酸反応温度上昇 
砂-粘土スラリーは, 乾燥質量として砂 100ｇ当り粘土を 8g加え, さらに水 40mLを
加えてよく混合して作製した。砂-粘土スラリーの含水比は, 40%となった。このスラリ
ーに対して, スラリーとセメントとの合計質量が 100g になるようにスラリー量を調整
して, セメントを 0～10g 添加し混合しセメント混合土を作製した。例えば, セメント
量が 6g の場合, スラリー量は 94g とした。このセメント混合土について塩酸反応熱試
験を行った。使用したセメントは, 3 種類である。結果を図 3-3-10 に示す。 
ΔT は, いずれのセメントともに直線的に増大した。そして, 比較的低い含水比の砂
を用いて試験した図 3-3-4 と同じような直線傾向を示した。そして, 図 3-3-10 では, 土
の含水量が多いため, 図 3-3-4 に比べていずれのセメントでも直線の傾きが小さくなっ
た。セメント 10g における ΔT は, 図 3-3-10 の方が図 3-3-4 に比べて約 10℃減少した。
これらは, 水量の増大に伴う熱容量の増大によるものであり, 熱量計算によって ΔT の





分, 30 分, 60 分, 1 日, 7 日, 28 日に設定して ΔT を測定した。試料は, 試験を行うまで
の間, ビニールで密閉して 20℃で養生した。結果を図 3-3-11 に示す。 
ΔT は, いずれのセメント量においても, 10 分後から減少が始まっている。ΔT の減
少は, セメント量が多い場合ほど顕著である。ΔT の減少は, セメントの水和反応が進ん
だことを意味する。この試験条件では, 土がセメントの水和に十分な量の水を含むので, 
図 3-3-10 高含水セメント混合土における各種セメント量と塩酸反応温度上昇の関係 
（砂質土+粘土（100：8）： w=40%, 塩酸：6M, 100mL）37, 40) 
高含水土の 
セメント量当り 
温度上昇     






 （図 3-3-5） 
(℃/g) 
  5.64 
  4.70 
  4.21 
Δ T＝3 0 . 6 - d ^ ( - 0 . 0 4 4 )  
ΔT＝26 . 2 - d^ ( - 0 . 0 4 5 )  
ΔT＝18 . 5 - d^ ( - 0 . 0 4 3 )  
ΔT＝13 . 2 - d^ ( - 0 . 0 4 3 )  
ΔT＝7 . 7 - d^ ( - 0 . 0 44 )  
図 3-3-11 高含水セメント混合土の混合からの経過時間と温度上昇の関係 37) 
（砂質土+粘土（100：8）： w=40%, 塩酸：6M, 100mL） 



















量）90～100g に対して安定材を 0～10g 混合して混合土を作製する。このとき, 土
+安定材の合計質量は, 常に 100g になるように配合する。混合土をそれぞれ保温性
容器に入れ, 濃度 6M の塩酸 100mL を添加する。容器に温度計を挿入して, 容器内
部をゆっくり撹拌し, 反応による最高温度(T1)を計測する。最高温度に達するまで
の時間は, 1 分間前後である。一方で, 土, 安定材, 塩酸, 保温容器は, 室温に置かれ
て温度が平衡している場合には, その温度を基準温度（T0）とする。室内でなく, 
現場などの野外で試験する場合, 温度が変動するので, 土, 塩酸などの温度を逐次測
定し, 熱容量を考慮して平均温度を算出し, それを基準温度(T0)とする。温度上昇
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2) 試験方法の第二ステップでは, セメント含有量が未知の試料（施工による混合土）
について測定を行う。試料 100g を保温容器に入れ, 上記の 1)と同じ方法で最高温




3) 塩酸反応熱法は, 測定時間が 1 分間程度という迅速な試験方法である。また, 現地
の土で試験して得られた検量線を用いるので, 複雑な化学反応の影響を考慮する必
要がなく, あらゆる土に適用可能と考える（少なくとも, これまで筆者が測定不可
という土に遭遇したことはない）。使用する塩酸の濃度が 6M であるため, ガスの
発生量が少なく, 通常の換気を行う程度で, 作業環境も良好に確保できる。また, 使
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施工状況を写真 3-4-1 に示す。施工に用いられたのは, 中層混合処理工法の代表的工
法の一つであるパワーブレンダー工法である。同工法は, チェーンに装着された撹拌羽
根が鉛直方向に回転して攪拌機下部から噴射されるセメントミルクを地盤中に撹拌混
合する。攪拌機は, 1 ブロックの施工中には地中に挿入したまま, ベースマシンのアー
ム操作によって水平移動するのが基本になっている。水平移動速度は, 各種土質での施
工実績と, 当該現場の施工中の混合状態を見て決定された。 
工事概要を表 3-4-1 に示す。改良深度は, 約 10m であった。セメントとしては, 地
盤改良用の特殊セメントが使用された。セメント添加量とセメントミルクのW/Cは, 事
前の室内配合試験によるテーブルフロー値と一軸圧縮強度を基に決められた。セメント
写真 3-4-1 施工状況 
（パワーブレンダー工法） 
施工場所 東北地方 某地 










目標一軸圧縮強度 200kN/m2以上(28 日) 
工 法 パワーブレンダー工法 
 
表 3-4-1 工事概要 
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ミルクの W/C が一般的な値に比べて高めに設定したのは, 施工時の粘性土の粘着性が
強く, 施工性を確保するために必要であった。目標の一軸圧縮強度は, 200kN/m2 以上







係について図 3-4-1 のように報告している。この図にあてはめると, 当該粘土の練り返
























74.3 2.64 1.48 77.1 44.8 88 12 
 
図 3-4-1 有明粘土の液性指数と練り返し時のせん断強さの関係 
（高山の報告 44）を簡略化し縦軸の単位を書き換えた） 
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3.4.4 試験方法 
当現場での塩酸反応熱法の試験には, 写真 3-4-2 に示す装置を用いた。同装置 37)は, 






検量線の作成は, 現場の土と現場で使用されたセメント, 混練水を用いて, 合計が
100g になるようにして, セメントを 0～10g 混合した試料土について実施した。また, 
現場施工による試料土（セメント含有量未知）の試験では, 常に 100g の試料土を用い
た。試験状況を写真 3-4-3 に示す。 
写真 3-4-3 現場での塩酸反応
熱法の試験状況 
幅   ：280mm 
奥行  ：390mm 
高さ    ：1,280mm 

















写真 3-4-2 塩酸反応熱試験装置 
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中層混合処理機（パワーブレンダー工法）によって施工された直後の処理地盤にお
いて, 鉛直方向に試料採取管を挿入し, 深度別の試料土を採取した。そして, 試料土の
セメント含有量を塩酸反応熱法によって測定するとともに , 試料土をモールド
（φ50mm, h100mm）に充填して密閉養生（20℃恒温室）して 7 日後の湿潤密度と一
軸圧縮強度を測定した。 
試料採取は 2 地点で行い, A 地点は, 50m3/h の施工能力に相当する水平移動速度（平
均 8.3cm/分）, B 地点は, 60m3/h の施工能力に相当する水平移動速度（平均 10cm/分）

























100 0 0 100 100 9.7  11.6  1.9  0.0676  0.0  
93.4 2 4.6 100 100 11.7  18.0  6.3  0.0631  31.7  
86.9 4 9.1 100 100 14.7  25.3  10.6  0.0587  68.1  
80.3 6 13.7 100 100 16.2  31.5  15.3  0.0543  110.6  
73.8 8 18.2 100 100 17.1  37.6  20.5  0.0499  160.4  
*土の体積は, 湿潤密度を 1.48g/cm3として計算した 
表 3-4-3 検量線データの例 
図 3-4-2 検量線の例 





 (2) 深度別のセメント含有量, 湿潤密度, 一軸圧縮強度 
A 地点, B 地点のそれぞれの深度別のセメント含有量, 湿潤密度, 一軸圧縮強度の結
果を図 3-4-3 に示す。セメント含有量は 2 個の試験結果の平均値, 湿潤密度と一軸圧縮
強度は 3 個の試験結果の平均値である。 
A のセメント含有量は, 深度方向のバラツキが小さく, 平均 96.6kg/m3, 変動係数
図 3-4-4 セメント含有量と一軸圧縮強度の関係 
図 3-4-3 深度別のセメント含有量, 湿潤密度, 一軸圧縮強度 
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6.0%あった。平均値は, 設計セメント添加量 103kg/m3と近似した値であった。一方, B
のセメント含有量は, 平均 81.8kg/m3, 変動係数 10.1%であった。平均セメント量が少
ないのは, セメントミルクの供給速度が一定の下で水平移動速度を平均で 20%速くし
たことによるもので, 予想された結果である。B の深度別のセメント含有量は, 上層が
少なめ, 下層が多めであり, A に比べると, 上下の差がやや大きかった。 
湿潤密度は, B の最上層でやや大きくなったが, 全体としては深度方向に値が安定し
ており, A と B の差はなかった。一軸圧縮強度（7 日）は, A で平均 209kN/m2, B 地点
で 190kN/m2であった。 
セメント含有量と一軸圧縮強度（7 日）の関係を図 3-4-4 に示す。全体（10 個のデ



















と, 水平移動速度を 20%アップの（60ｍ3/時, 10cm/分）にすると, 混合精度（上
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いる。石炭火力発電に伴って発生する石炭灰は, 図 3-5-1 に示すように平成 11 年度か
ら増加傾向となり, 近年では 1,200 万トン/年を超えている 45)。また, 石炭灰の有効利用
率は, 近年高くなっており, 図 3-5-2 に示すように, セメント分野が約 840 万トン/年と
多く, 土木分野では約 190 万トン/年が使用されている 45)。石炭灰を建設分野で大量か
つ環境安全性を確保して有効活用する技術は, 数多く研究され例えば 46～55), 多くの施工実
績がある 56, 57）。筆者ら 58)は, 石炭灰にセメント・不溶化材・水を添加混合し, 締固め施
工を行う盛土材（以下, “石炭灰改良材”という）の製造する技術を開発した。 
石炭灰改良材は土材料として利用されることから, 大量かつ低コストでの製造が求
図 3-5-1 石炭灰の発生量と有効利用量の推移 45） 
図 3-5-2 石炭灰の分野別有効利用量の推移 45) 









合施工条件の最適化をはかることを目的として, 3.5 節の研究を行った。 
 
3.5.2 石炭灰改良材 
石炭灰改良材は, 図 3-5-3 に示すような方法で製造し利用される。製造プラントを写
真 3-5-1, ダンプトラックによる運搬・荷卸し状況を写真 3-5-2, 転圧状況を写真 3-5-3
写真 3-5-1 石炭灰改良材プラント 
写真 3-5-2 石炭灰改良材の運搬 
写真 3-5-3 石炭灰改良材の転圧 図 3-5-3 石炭灰改良材の製造・利用の流れ 
― 84 － 
 
に示す。石炭灰改良材は, 図 3-5-3 に示すように, 石炭灰 1 トン（乾燥質量）当り, セメ
ントと助材（不溶化材）と比較的少量の水（最適含水比付近になるように添加する）を
混合した材料で, 道路盛土, 地盤嵩上げ, 堤防盛土などに適用可能な材料である。 
 
3.5.3 使用材料と配合 
試験に使用した石炭灰は, JIS フライアッシュ 2 号として市販されている乾灰であ
る。その性状を表 3-5-1 に示す。不溶化材は, 石炭灰から少量溶出する場合がある砒
素, フッ素, セレンなどの重金属等の溶出を防止するための添加材で, カルシウム系
の材料である。また, セメントとしては高炉セメント B 種（太平洋セメント製）を用い
た。添加水には水道水を用いた。 
試験における材料配合は, 小型ミキサー試験, 大型ミキサー試験ともに共通で表 3-
5-2 に示す通りとした。同表におけるセメント添加量は設計固化強度を達成するように, 
不溶化材添加量は溶出量が土壌環境基準をクリアするように, また水量は, 締固め試験









表 3-5-1 使用した石炭灰の性状 58） 
種 類 JIS フライアッシュ 2 号 
粒子密度 2.33g/cm3 
強熱減量 2.3% 




表 3-5-2 試験の配合 
(乾灰 1000kg 当り, kg) 
) 
石炭灰（乾灰） 1,000 




― 85 － 
 
せたものである。また, セメント混合試験では, 塩酸反応熱法によるセメント含有量分











塩酸反応熱試験 排 出 
図 3-5-4 ミキサー試験のフロー 図 3-5-5 塩酸反応熱法 
表 3-5-3 各ミキサー試験の位置づけと調査項目 




















合精度を調査した。セメント含有量は, 図 3-5-5 に示す塩酸反応熱法によって測定した。 






試験に用いた小型二軸パドルミキサーの外観を写真 3-5-4, ミキサー内部を写真 3-5-
5 に示す。また, 同ミキサーの仕様を表-3-5-4 に示す。2 本の回転軸にそれぞれ 4 本の
パドルが装着され, 回転速度 31.5rpm, 公称容量 0.06m3 のである。排出口は底部に設
けられている。 
(2) 試料採取位置 
ミキサー試験において, ミキサー内から計 15 個（約 150g/個）の試料を採取した。
写真 3-5-4 小型ミキサー全景 
写真 3-5-5 同上の内部 







奥 行 本体部分 950mm 
排 出 口 160mm×370mm 
パドル 4 本/軸, 回転半径 290mm 
回 転 数 31.5rpm（50Hz） 
公称容量 0.06m3 
動 力 3.7kW モーター1 基, 4P 
電 源 AC.100V 
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試料の採取位置を図 3-5-6 に示す。小型ミキサー, 大型ミキサーともに二軸パドルミ
キサーであり, 基本形が同じであることから, 試料採取位置をいずれも図 3-5-6 のよ
うに設定した。試料採取状況を写真 3-5-6, 写真 3-5-7 に示す。 
 (3) 加湿灰の製造 
加湿灰（目標含水比 13%）の製造は, 以下のようにして行った。小型ミキサーに乾灰
100kg を投入し, 粉塵を避けるため蓋をしてミキサーのパドルを回転させながら, 蓋の
開口部から水 13L を添加した。その際の加水を急速（15 秒で加水）と緩速（60 秒で加
水）の 2 つの条件で行った。水の添加には, 18L ペール缶の底に φ5～10mm の孔を多数
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秒, 180 秒後に回転を止めて, 図 3-5-6 に示すミキサー内位置から計 15 個の試料（1 個
あたり平均 80g）採取し, それぞれの含水比を測定した。 
急速加水の結果を図 3-5-7, 緩速加水の結果を図 3-5-8 に示す。いずれの場合も平均
含水比は 12%前後で一定であったが, 含水比のバラツキには差が見られた。図 3-5-7 の
急速加水の場合, 混合時間を増しても含水比のバラツキ（変動係数）は, 減少せず, 14～
16%と高い値を維持した。一方, 図 3-5-8 の緩速加水の場合, 混合時間とともに変動係
数は減少し 180 秒後には 9%になった。これらの結果から, 撹拌しながらの加水であっ





 (4) 試験ケース 
小型ミキサー試験のケースを表 3-5-5 に示す。図 3-5-4 の「空練り→水投入→本練
り」の一連の工程の中で, それぞれの工程の時間（秒）および試料採取の条件を変えた。 
試験 No.1 では, 加湿灰とセメントの空練りを 30 秒行い, パドル回転を続けながら
30 秒間で加水し, 本練りを最大 120 秒間行う中で, 30, 60, 90, 120 秒でパドル回転を止
め試料（15 ヶ所×160g）を採取した。No.2 では, 空練りを最大 120 秒間行う中で, 30, 
60, 90, 120 秒においてもパドル回転を止め試料を採取した。No.2 では, 加水, 本練り
は行わず, 空練りの効果を調査した。また, No.3 では, No.2 の結果から最適と判断され
た空練り時間 90 秒を採用し, No.1 と同様に加水・本練りを行った。 
試験No. 空 練 り 加水 本 練 り 
1 
30 




















－ － － － － 














表 3-5-5 小型ミキサー試験のケース（各工程時間(秒)と試料採取（●印）） 




検量線の各プロットは, 「石炭灰+セメント+水」の合計を常に 100g とする中で, 水量
は灰に対して 25.8%とし, セメント量をそれぞれ 0, 6, 8, 10g とした試料である。上昇
温度とセメント含有量の間に直線関係が成立した。同図より, セメント 10g による温度
上昇は, 48℃（セメント 10g の時の温度上昇）から 8℃（セメント 0g の時の温度上昇）
を差し引いた 40℃であり, セメント 1g 当り約 4℃の上昇温度ということになる。この
値は, 試験容器の断熱性, 外気温度（熱量ロスに関係する）, 撹拌条件などに影響され
るので, 絶対的な値ではないが, これらの条件がほぼ一定である時は, 検量線として利
用可能である。また, 図 3-5-9 の X 軸切片の値は, セメント量 0g, すなわち「石炭灰+
水」の温度上昇を意味し, 8℃であった。この値は, 灰種によって変動するので, 灰種が
変わるごとに検量線を作成する必要がある。しかし, この試験では, 必要な灰量を一括
購入して使用したので, 検量線の作成はクロスチェックを 1 回/日行う程度で済んだ。 
小型ミキサー試験 No.1（条件は表 3-5-5 に示した）のセメント含有量の結果を図 3-
5-10, また含水比の結果を図 3-5-11 に示す。いずれも試料数 15 個の値のバラツキ範囲
と変動係数を示している。図 3-5-10 では, 空練り 30 秒後の本練り時間を 30 秒から最
大 120 秒まで増大させても, セメント含有量のバラツキ幅はそれほど減少せず, 変動係
数は混合時間 30 秒, 60 秒で約 4%, 混合時間 90 秒, 120 秒で 3～3.5%となり平衡状態
になった。また, 図 3-5-11 の含水比においても, バラツキ幅は本練りの混合時間の増大
図 3-5-9 塩酸反応熱試験の検量線の例 58） 
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によってほとんど低減せず, 変動係数は 3～4.5%の範囲を推移し, 本練り時間の効果は
認められなかった。なお, 図 3-5-10 においてセメント含有量が平均 7.2～7.7g/100g と
なったが, これは表 3-5-2 に示した配合から計算されるセメント含有量, すなわち 10÷
（100+10+25.3）×100＝7.4（g/100g）とほぼ一致している。 
試験 No.2 の結果を図 3-5-12 に示す。試験 No.2 では, 空練り時間の影響を調査し
た。セメント含有量のバラツキは, 空練り時間が 30 秒から 60 秒, 90 秒に増すと大幅に






















図 3-5-10 空練り 30 秒後の本練り時間とセ
メント量分布の関係（No.1）58） 




場合, 90 秒間の空練り時間が適切であった。 
つぎに, 試験 No.3 のセメント含有量の結果を図 3-5-13, 含水比の結果を図 3-5-14
に示す。図 3-5-13 より, 90 秒間の空練りと加水を行った後に, 本練り時間を 30 秒間と
した場合, セメント含有量のばらつき範囲は±0.3g/100g 以下で, 変動係数は約 1%であ
った。そして, 本練り時間を 30 秒以上かけても, セメント含有量のバラツキはほとん
ど変化しなかった。すなわち, 30 秒間の本練り時間で混合精度が飽和に達したことにな
図 3-5-13 空練り 90 秒後の本練り時間とセメン
ト含有量分布の関係（No.3）58） 
図-3-5-14 空練り 90 秒後の本練り時間と
含水比分布の関係（No.3）58） 
写真 3-5-8 試験 No.3 の終了後に 5mm
篩に残留したダマの状況 58） 

















6 7.0 6.8 7.1 1.5 % 
含水比 
(%) 
6 25.0 24.4 26.5 1.8 % 
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る。また, 図 3-5-14 に示す含水比の変動係数も本練り時間 30 秒で約 1%となり, ほぼ
平衡に達した。なお, 図 3-5-13 でセメント含有量の平均値が混合時間（本練り）ととも
に少し減少したのは, 時間経過によってセメントの水和反応が進行し, その分の塩酸反
応熱が減少したためと考えられる。しかし, このことは, セメント混合精度の評価を行
う場合には支障にならないと考える。また, 試験 No.3 の終了（本練り 120 秒）後に, ミ
キサー内の試料をすべて取り出し, 5mm 篩で篩ってダマの生成量を調査した（写真 3-
5-8）。ダマの生成量は, 全体の約 4%であった。そして, ダマを 100g ずつ 6 個採取して, 
それぞれのセメント含有量を測定し, またそれぞれの含水比を測定した。結果を表 3-5-
6 に示す。ダマのセメント含有量, 含水比ともに, 図 3-5-13, 図 3-5-14 に示したダマ以
外を主体とする値とほぼ一致し, かつ変動係数も 1%台と小さかった。 
試験 No.3 の結果（図 3-5-13）は, 試験 No.1（図 3-5-10）に対比させると, 違いが歴
然としている。そこで, 試験 No.1～3 の特徴を明確にするため, これらを 1 つの図にま
とめたものを図 3-5-15 に示す。同図の横軸は, 空練りから本練りに至る過程の混合時
間の合計を示し, 縦軸は, セメント含有量の変動係数を示す。例えば, 試験 No.1 では, 
空練り 90 秒時のセメント含有量は測定していないが, 試験 No.2 で空練り 30 秒時のセ
メント含有量の変動係数が分かっているので, 試験 No.1 と試験 No.2 の曲線を接合す
ることができる。90 秒間の空練りを行った試験 No.3 についても, 同様に試験 No.2 の
曲線と接合することができる。この図より, 試験 No.2 では, 混合不十分な段階で「加
図 3-5-15 空練りと本練りの合計時間とセメント含有量の変動係数の関係 
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水, 本練り」の工程に移行したこと, 本練り時間を長くしても試験 No.3 の変動係数ま
で到達困難なことが明確である。一方, 試験 No.3 は, 90 秒間の空練りでかなり良く混





そこで, 図 3-5-15 のような結果になった原因, メカニズムについて考察を行った。
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とが示唆される。このようにして, 空練りに時間をかければ, セメント含有量の変動係





内部を写真 3-5-10 に示す。大型ミキサーの仕様は, 表-3-5-7 のとおりである。二軸にそ
れぞれ 8 本のパドルが装着され, パドル長（回転半径）は 609mm, 回転速度は 31rpm, 
ミキサー容量は 3.0m3である。また, 底部中央に設けられた排出口は, 最大開放時に幅
写真 3-5-10 大型ミキサー内部 写真 3-5-9 大型ミキサー試験状況 
大型ミ
表 3-5-7 大型ミキサーの仕様 58） 
項 目 単位 数値 備 考 
公称容量 ｍ3 3.0  
動 力 kW 75 1 基 
重 量 kg 11,800  
撹拌軸 本 2 水平方向 
パドル 本/軸 8  
回転速度 r.p.m. 31 50Hz 
パドル長 mm 609 先端曲面の中間長 
全 長 mm 2,610 モーター部を除く 
全 幅 mm 2,474  
全 高 mm 1,425 モーター部を除く 
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370mm× 長 1,800mm である。パドル回転の周速度は , 小型ミキサーでは
29(cm)×2×π×31.5(rpm)÷100÷60＝ 0.96(m/s)であるのに対し , 大型ミキサーでは
60.9(cm)×2×π×31(rpm)÷100÷60＝1.98(m/s)と 2 倍以上の速度である。 
(2) 試験方法 
大型ミキサー試験の方法を図 3-5-17 に示す。試験プラント全景を写真 3-5-9 に示し
たように, 大型ミキサーを専用架台の上に乗せ, ミキサー内の試料は, 排出口を開放し
た際に, 直下に設置した 3 個のフレコン袋に収容されるようにした。ミキサーへの石炭
灰の供給はミキサー後方のサイロ（計量器付き）から行った。また, セメントと不溶化
材は作業足場（ミキサー手前）上から人力でミキサーに投入した。水は計量タンクに貯
留しポンプで供給した。1 バッチ当たりの各材料の量は, 図 3-5-17 示したとおりであ
る。合計 2,500+250+50+644＝3,444 (kg)という多量の混合が可能なことを事前に確認
しておいた。材料投入と空練りを合せて 50 秒, 水添加を 40 秒, 本練りを 40 秒とし, こ
こまでパドルは回転を継続したままとした。大型ミキサーの撹拌翼の周速が小型ミキサ
図 3-5-17 大型ミキサー試験の方法 
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ーの 2 倍以上あり, 撹拌力が強いことから, 空練り時間は 50 秒とした。本混合後の試
料採取（15 ヶ所）を行ったのち, 再びパドルを回転させ, 石炭灰改良材の排出を行った。
排出時間は約 20 秒であった。試料採取を除くサイクルタイムは 150 秒とした。 
(3) 結果と考察 
大型ミキサーによって製造した石炭灰改良材のセメント含有量および含水比の試験
結果を表 3-5-8 と表 3-5-9 に示す。表 3-5-8 は, 本混合終了時にミキサー内から 15 ヶ所
で採取した試料の結果, また右側の表は, ミキサーから排出した試料を計 30kg 採取し
5mm 篩残留試料（ダマ）の結果である。ミキサー内試料のセメント含有量の変動係数
は 1.7%, また含水比の変動係数は 2.7%であった。これらは, 前述の小型ミキサー試験




試 料 セメント量 含水比 
No. (g/100g) (%) 
1-1 7.5  21.1  
1-2 7.5  20.4  
1-3 7.2  20.7  
1-4 7.3  22.2  
1-5 7.2  20.8  
1-6 7.3  21.1  
1-7 7.2  20.6  
1-8 7.5  20.3  
1-9 7.2  21.1  
1-10 7.3  20.7  
1-11 7.2  21.7  
1-12 7.2  21.8  
1-13 7.2  21.1  
1-14 7.5  20.6  
1-15 7.2  21.9  
平均値 7.3  21.1  
標準偏差 0.13  0.56  
変動係数
(%) 





試 料 セメント量 含水比 
No. (g/100g) (%) 
ダマ 2-1 7.0 23.3 
ダマ 2-2 7.0 23.1 
ダマ 2-3 7.1 23.2 
ダマ 2-4 7.2 23.6 
ダマ 2-5 7.3 23.6 
ダマ 2-6 7.2 23.4 
平均値 7.1 23.4 










曲線を示す。ダマ試料のセメント含有量は, ミキサー内試料に比べて, 平均で 0.2g/100g
図 3-5-18 セメント含有量のヒストグラム 
図 3-5-19 含水比のヒストグラム 
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ほど少ない。また, 図 3-5-19 にミキサー内試料とダマ試料の含水比のヒストグラムと
正規分布曲線を示す。ダマ試料の含水比の平均は, ミキサー内試料に比べて2.3%高い。
図 3-5-20 に含水比とセメント含有量の関係を示す。両者の間に弱い相関関係が認めら
れる。セメント含有量は, 湿潤試料 100gに含まれるセメント量で表示しているので, 含
水比がやや高い分, セメント含有量が低くなったと考えられる。しかし, 灰乾燥質量当
りのセメント含有量は, ミキサー内試料とダマ試料でほとんど差がなかった。 
表 3-5-10 に, ミキサー内試料を突き固めて密閉養生し, 28 日後の湿潤密度と一軸圧








3-1 1.59  2.29  
3-2 1.63  2.50  
3-3 1.61  2.35  
3-4 1.64  2.68  
平均値 1.62  2.46  
標準偏差 0.02  0.15  
変動係数
(%) 
1.2  6.1  
 
表 3-5-11 試料の溶出試験結果 58） 
 
ヒ素 mg/L 0.1 ND 0.01
六価クロム 〃 0.1 ND 0.05
セレン 〃 ND ND 0.01
フッ素 〃 0.3 0.1 0.8
ホウ素 〃 2.4 ND 1
pH － 11.2 12.6 －
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縮強を測定した結果を示す。なお, 突き固めは, φ50mm×h100mm モールドに 1.25kg
のランマーを 30cm 高さから 3 層, 各 15 回落下させる方法で行った。この方法は, 筆
者らが開発した簡易試験機によるもので JIS 法に比較的近い締固め度になる。平均密
度は 1.62g/cm3, 平均強度は 2.46N/mm2であった。強度の変動係数がやや大きかったの
は, 供試体作製時の締固め密度のバラツキが大きかったためと考えられる。 
表 3-5-11 は, 一軸圧縮強度を測定後の試料 No.3-1 を用いて, 環境庁告示 46 号法に










は, 施工場所の近くで多試料を迅速に分析できるので, ミキサーの混合性能, 混合
施工の最適条件を調査するために極めて有効な手段となった。 
2) 小型ミキサー試験において, 空練り時間を短く（30 秒間）とした場合, 加水後の本
練り時間を長く（最大 120 秒間）してもセメント含有量の変動係数は 3.5%以下に
下がらなかった。一方, 空練り時間を長くする（90 秒間）ことによって, 本練り時
間が短くても（30 秒）, セメント含有量の変動係数は 1%程度まで下がる。空練り
時間を長くとることが全体のサイクルタイムの短縮のために重要であることを明
らかにした。また, そのメカニズムについて考察した。 









第 3 章では, 改良土中のセメント・石灰含有量の塩酸反応熱試験方法の開発につい
て述べた。神田が生コンクリート中のセメント含有量を測定する方法として開発した塩
酸溶解熱法を, 改良土の試験に適用しやすくなるように改良を加えた。主な改良点は, 
試料量を 100g と比較的少量にすること, 使用する塩酸濃度を 6M(モル/リットル)と比
較的低濃度にすること, 塩酸添加量を 100mL とすること, 容器として保温性がある程
度確保されている汎用の容器を用いること, などである。また, 試料土の含水比の影響, 
セメント混合後の経過時間の影響についても調査し, 大きく異なる場合には別途, 検量
線を作成することで対処する。 
開発した塩酸反応熱法は, 多数の現場で使われ, 現場の施工管理, 品質管理に役立っ
ている。その中で, 2 つの事例を紹介した。1 つ目は, 軟弱粘性土地盤のセメント中層混
合処理工事, 2 つ目は, 石炭灰とセメント等を混合して造る石炭灰改良材の製造試験工
事である。いずれも, 現場で, 簡易に, そして多数の試料を迅速に測定することができ, 
施工条件を決定するための貴重な裏付けデータを提供した。本試験は, 現地の土で検量
線を作成するので, あらゆる土質に対応可能である。また, 特殊セメントなど, 化学組
成がよく分からない安定材に対しても, 検量線を作成できれば, 問題なく測定できる。
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第 4章 総 括 
 




かで, インフラ整備をはじめとするいろいろな建設工事が行われているが, 地盤, 土を
制することからスタートする。 




け簡易な手法を用いること, 現場で使ってもらえる技術にすること, を目指した。 
土質改良メカニズムに関しては, 関東ロームなどの石灰反応性を評価するのに, バ




の結果, へどろや軟弱粘土の固化には, 固化材の SO3含有量が重要で, エトリンガイト
の生成量が強度に関与し, その程度は高有機質・高含水の土ほど顕著である。 
土質改良の品質管理技術に関しては, コンクリート分野で開発された塩酸溶解熱法
を, 改良土に適用しやすい試験方法に改良した。この方法は, 塩酸反応熱法と称され, 
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